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＜東京都＞令和５年度保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金
（市町村分）に係る評価指標の該当状況結果

• 市町村分の配点は、保険者機能強化推進交付金が1,355点満点で、東京都の平均点は792点で
得点率は約６割、介護保険保険者努力支援交付金が830点満点で、東京都の平均点は423点で
得点率は約５割となっている。

• 都内の傾向では、保険者機能強化推進交付金については、区部の平均点が833点、市部871点、
町村部560点となっており、介護保険保険者努力支援交付金については、区部の平均点が439
点、市部472点、町村部293点となっている。上位１０保険者のうち市部が７保険者を占めるなど、
中規模の保険者の取組が進んできた。

• 東京都全体では、全国平均（保険者機能強化推進交付金743点、介護保険保険者努力支援交
付金413点）を上回っている。

• 個別の指標でみると、「PDCAサイクルの活用による保険者機能の強化に向けた体制等の構築」
「介護支援専門員・介護サービス事業所等」「在宅医療・介護連携」「認知症総合支援」で得点率
は７割を上回っている一方、「要介護状態の維持・改善の状況等」「介護給付の適正化等」では得
点率は５割を下回っている状況。

• 対全国との比較でみると、全国平均を上回る指標が多いが、「要介護状態の維持・改善の状況
等」「介護給付の適正化等」の指標で全国平均を下回っている。「介護予防/日常生活支援」で全
国平均を上回っている区部で、「要介護状態の維持・改善の状況等」が全国平均を下回っている
のは、人口密度が高い区部において、よりコロナ禍の外出が自粛された可能性が考えられる。
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【該当状況結果の概要】



＜東京都＞令和５年度保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金
（市町村分）に係る評価指標の該当状況結果

【各指標の平均点】
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※表の計数は、原則として表示単位未満を四捨五入している。
※括弧の計数は、配点に占める東京都、区部、市部、町村部のそれぞれの平均点数の割合を示す。
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令和５年度における保険者機能強化推進交付金等に係る予算額案について
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○ 令和５年度における保険者機能強化推進交付金・介護保険者保険者努力支援交付金に係る予算額案については、
地域包括ケアシステムの深化・推進や介護職員の処遇改善など、介護保険制度全体の見直しの議論や、行政事業レ
ビューによる指摘等を踏まえ、対前年度▲50億円とされた。
※ 令和５年度予算額案

・保険者機能強化推進交付金：150億円（200億円）
・介護保険者保険者努力支援交付金：200億円（200億円）

○ これに伴い、令和５年度における都道府県・市町村への配分額については、各交付金の５％相当額（20億円）を
都道府県分、残り（380億円）を市町村分とする従来の考え方を踏まえ、次のとおりとする。

令和５年度分 令和４年度分

都道府県分
保険者機能強化推進交付金 ７．５億円 １０億円

介護保険者保険者努力支援交付金 １０億円 １０億円

市町村分
保険者機能強化推進交付金 １４２．５億円 １９０億円

介護保険者保険者努力支援交付金 １９０億円 １９０億円

合計 ３５０億円 ４００億円


